
資料１

令和２年度
進展度：Ａ 進展度：Ｂ 進展度：Ｃ 進展度：Ｄ 合計

施策 10 39 9 0 58
行政運営 1 6 0 0 7

合計 11 45 9 0 65

進展度Ｃ（令和3年４月22日現在）

①施策122：介護の基盤整備と人材の育成・確保

②施策233：子育て支援と家庭・幼児教育の充実

③施策241：競技スポーツの推進

④施策242：地域スポーツと障がい者スポーツの推進

⑤施策251：南部地域の活性化

⑥施策252：東紀州地域の活性化
⑦施策321：中小企業・小規模企業の振興
⑧施策331：世界から選ばれる三重の観光
⑨施策333：国際展開の推進

《参考：令和元年度》
進展度：Ａ 進展度：Ｂ 進展度：Ｃ 進展度：Ｄ 合計

施策 14 42 5 0 61
行政運営 2 5 0 0 7

合計 16 47 5 0 68

①施策227：地域と若者の未来を拓く高等教育機関の充実

②施策233：子育て支援と家庭・幼児教育の充実

③施策242：地域スポーツと障がい者スポーツの推進
④施策251：南部地域の活性化
⑤施策354：水資源の確保と土地の計画的な利用

《参考：平成30年度》
進展度：Ａ 進展度：Ｂ 進展度：Ｃ 進展度：Ｄ 合計

施策 15 42 4 0 61
行政運営 1 6 0 0 7

合計 16 48 4 0 68

①施策122：介護の基盤整備と人材の育成・確保
②施策221：夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成
③施策233：子育て支援と家庭・幼児教育の充実
④施策354：水資源の確保と土地の計画的な利用

令和２年度の施策、行政運営全体の評価状況について　

令和3年4月22日

総務部財政課 
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２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

主指標 率先して防災活動に参加する県民の割合 52.5% 46.2% 0.88

地区防災計画等を作成している市町数 14市町 6市町 0.43

「防災みえ.ｊｐ」から防災情報等を入手している県民の割合 26.7% 27.7% 1.00

大雨等の際に避難行動をとろうとする県民の割合 87.0% 89.7% 1.00

家庭や地域と連携した防災の取組を実施している学校の割合 94.0% 74.1% 0.79

耐震性のない木造住宅の耐震改修と除却の補助件数（累計） 300件 557件 1.00

主指標
「三重県防災・減災対策行動計画」における「公助」を対象とし
た行動項目の進捗率

100%
調査中のため未定

（５月下旬頃判
明）

-

県が主催し、市町、防災関係機関と連携して継続的に実施してい
る訓練等の回数

13回 13回 1.00

業務継続計画（ＢＣＰ）を整備する病院の割合 58.1% 62.4% 1.00

消防団員の条例定数の充足率 92.8% 90.0% 0.97

主指標 自然災害への対策が講じられている人家数（累計） 243,200戸 243,200戸 1.00

洪水浸水想定区域図作成河川数（累計） 129河川 142河川 1.00

要配慮者利用施設、避難所の保全施設数（累計） 303施設 304施設 1.00

緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強進捗率 86% 88% 1.00

主指標 病院勤務医師数 2,202人 2,410人 1.00

地域医療構想の進捗度 55.0% ４月下旬判明 ４月下旬判明

看護師等学校養成所の定員に対する県内就業者の割合 70.7% 70.6% 0.99

主指標 介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入所待機者数 127人 259人 0.49

特別養護老人ホーム施設整備定員数（累計） 10,855床 10,795床 0.78

県内の介護職員数
30,948人

（元年度）
31,763人

（元年度）
1.00

主指標
75歳未満の人口10万人あたりのがんによる死亡者数（年齢調整
後）

63.3人
（元年）

64.3人
（元年）

0.98

がん検診受診率（乳がん、子宮頸がん、大腸がん）

乳がん
46.7%

子宮頸がん
50.6%

大腸がん
36.0%

(元年度)

６月頃判明 ６月頃判明

がん診療連携拠点病院および三重県がん診療連携準拠点病院指定
数

８か所 ８か所 1.00

がん患者等の就労について理解を得られた企業数（累計） 1,535社 1,427社 0.47

主指標 健康寿命
男性78.9歳
女性81.1歳

(元年)

男性78.8歳
女性81.5歳

(元年)

男性0.99
女性1.00

特定健康診査受診率
55.2%

（元年度）
55.9%

（元年度）
1.00

フッ化物洗口を実施している施設数（累計） 199施設 168施設 0.00

主指標 地域福祉計画を策定している市町数 19市町 18市町 0.95

40歳未満の自殺死亡率 13.6 ４月中旬判明

自立相談支援機関の面談・訪問・同行支援の延べ件数 9,376件
11,668件

（１月末時点）
1.00

ヘルプマークを知っている県民の割合 70.0％ 81.0％ 1.00

主指標
グループホーム等において地域で自立した生活をしている障がい
者数

1,787人
1,741人

（11月時点）
達成見込

障がい児・者の日中活動を支援する事業所の利用者数 14,017人
14,302人

（11月時点）
達成見込

農林水産業と福祉との連携による新たな就労人数 70人 96人 1.00

主指標 児童虐待の早期対応力強化に取り組む市町数 20市町 26市町 1.00

児童養護施設・乳児院の多機能化等の事業数（累計） 11事業 12事業 1.00

里親・ファミリーホームでケアを受けている要保護児童の割合 30.0％
28.6％

（速報値）
0.95

主指標 刑法犯認知件数 9,400件未満 8,560件 1.00

「子ども安全・安心の店」認定事業所数 600事業所以上
943事業所
（見込み）

1.00

重要犯罪の検挙率 90％以上 100% 1.00

機動力の向上、施設の老朽化・津波浸水への対策を講じた交番・
駐在所数

85か所以上
89か所

（見込み）
1.00

犯罪被害者等支援施策集を作成した市町数 11市町
7市町

（見込み）
0.64

主指標 交通事故死者数 71人以下 73人 0.97

交通事故死傷者数 4,300人以下 3,805人 1.00

高齢運転者事故件数 730件以下 663件 1.00

飲酒運転事故件数 32件以下 37件 0.86

「ゾーン30」整備地区数（累計） 49地区以上 50地区 1.00

横断歩道の平均停止率 30.0％以上 36.3% 1.00

主指標
消費者トラブルに遭った時に消費生活相談を利用するとした人の
割合

72.3% 81%※ 1.00

高齢者や若年者に向けた消費生活講座等に参加した人数 6,225人 2,791人 0.45

消費生活相談においてあっせんにより消費者トラブルが解決した
割合

93.2%
92.7%

（速報値）
0.99

施策数値目標等一覧

施 策

数値目標

目標項目

111
災害から地域を
守る自助・共助
の推進

B 403

113
災害に強い県土
づくり A 26,582

副指標

112
防災・減災対策
を進める体制づ
くり

B 4,611

副指標

副指標

副指標

122
介護の基盤整備
と人材の育成・
確保

Ｃ 20,462

副指標

121
地域医療提供体
制の確保 Ｂ 123,472

副指標

132
障がい者の自立
と共生 A 10,353

123 がん対策の推進 Ｂ 131

副指標

131 地域福祉の推進 B 8,261

124
健康づくりの推
進 Ｂ 1,996

副指標

副指標

141
犯罪に強いまち
づくり A 12,049

副指標

133
児童虐待の防止
と社会的養育の
推進

B 3,356

副指標

143
消費生活の安全
の確保 B 110

142

交通事故ゼロ、
飲酒運転０（ゼ
ロ）をめざす安
全なまちづくり

B 4,738

副指標

副指標
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２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

施 策

数値目標

目標項目

主指標 やむを得ず殺処分を行った犬・猫の数 69匹
49匹

（２月末時点）
達成見込

県内の医薬品等製造施設のうち不良医薬品等を出さなかった施設
の割合

100%
97.2%

（２月末時点）
達成困難見込

献血を行った10代の人数 2,400人
1,421人

（12月末時点）
達成困難見込

薬物乱用防止に関する知識と理解を深めた県内学校の児童生徒等
の人数

55,950人 ４月下旬判明 達成困難見込

健康被害が発生しなかった生活衛生営業施設の割合 100% ４月中旬判明 達成見込

主指標 ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を適切に運用している施設の割合 100%
93.3%

（12月末時点）
達成困難見込

食品表示を適切に行っている食品関連事業者の割合 100%
100%

（12月末時点）
達成見込

特定家畜伝染病発生防止率 100% 81.8% 0.82

主指標 危険性の高い感染症発生数のうち集団発生が抑止できた割合 100% 100% 1.00

感染症危機管理に関する訓練実施率 100% 0% 0.00

定期接種における麻しん、風しんワクチンの接種率 100% ５月上旬判明 達成困難見込

主指標 野生鳥獣による農林水産業被害金額
451百万円

(元年度)
437百万円

(元年度)
1.00

イノシシによる被害が減少したと実感する集落等の割合 33.0% 44.7% 1.00

ニホンジカの推定生息頭数 38,500頭 48,800頭 0.79

食肉処理施設（みえジビエ登録施設）で解体処理された野生獣の
頭数（ニホンジカ、イノシシ）

1,310頭 1,037頭 0.79

主指標 家庭での電力消費による二酸化炭素排出量 1,045千ｔ-CO2
985千ｔ-CO2

（速報値）
1.00

環境教育・環境学習講座等を通じて自発的に環境活動に取り組む
意向を示した参加者の割合

100% 97.8% 0.98

大規模事業所における地球温暖化対策計画書制度に基づく目標達
成率

80% 72.6% 0.91

主指標 廃棄物の最終処分量 323千ｔ
303千ｔ

（速報値）
1.00

１人１日あたりのごみ排出量（一般廃棄物の排出量） 938g/人日
936g/人日
（速報値）

1.00

建設系廃棄物の不法投棄件数 10件以下 8件 1.00

不適正処理４事案に係る環境修復の進捗率 70% 70% 1.00

「資源のスマートな利用」を宣言した事業所数（累計） 250件 209件 0.84

主指標 自然環境の保全活動団体数 88団体 88団体 1.00

希少野生動植物種の保全活動や貴重な生態系の維持回復活動の実
施率

73.0% 73.0% 1.00

自然体験施設等の利用者数
1,494千人

(元年度)
1,533千人

(元年度)
1.00

主指標 大気環境および水環境に係る環境基準の達成率 94.0% 95.1%（速報値） 1.00

大気・水質の排出基準適合率 100% 100%（速報値） 1.00

生活排水処理施設の整備率 87% 速報値は5月頃判明

海岸漂着物対策等の水環境の保全活動に参加した県民の数 36,500人 18,932人(集計中) 0.51

無許可による土砂等の搬入件数 ０件 ０件（速報値） 1.00

主指標 人権が尊重されている社会になっていると感じる県民の割合 40.8% 39.7%（速報値） 0.97

人権研修等を受講した県民が、人権尊重の視点で行動しようと感
じた割合

100% 98.6% 0.99

人権学習によって人権を守るための行動をしたいと感じるように
なった子どもたちの割合

91.0% 88.3% 0.97

人権に関わる相談員を対象とした資質向上研修会受講者が、研修
内容を今後の業務に生かしたいと感じた割合

100.0% 93.6% 0.94

主指標 性別による固定的な役割分担意識を持つ県民の割合 22.5% 22.1%（速報値） 1.00

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に規定する
事業主行動計画等を策定する、常時雇用労働者数100人以下の団
体数

345団体
343団体（12月

末）
0.99

ダイバーシティ講座等の受講後に、ダイバーシティ推進に取り組
む意向を示した受講者の割合

93% 97.8%(速報値) 1.00

主指標 多文化共生の社会になっていると感じる県民の割合 31.3% 32.1%（速報値） 1.00

医療通訳者の配置や電話通訳の活用により多言語対応が可能な医
療機関数

17機関 23機関（速報値） 1.00

日本語指導が必要な外国人児童生徒に対して、日本語指導が行わ
れている学校の割合

93.4% 92.9% 0.99

副指標

145
食の安全・安心
の確保 Ｂ 1,359

副指標

144

医薬品等の安
全・安心の確保
と動物愛護の推
進

Ｂ 383

副指標

147 獣害対策の推進 B 332

146
感染症の予防と
拡大防止対策の
推進

Ｂ 22,617

副指標

副指標

152
廃棄物総合対策
の推進 B 1,223

副指標

151
環境への負荷が
少ない持続可能
な社会づくり

B 433

副指標

154
生活環境保全の
確保 B 14,525

153
豊かな自然環境
の保全と活用 A 202

副指標

副指標

212

あらゆる分野に
おける女性活躍
とダイバーシ
ティの推進

B 202
副指標

211
人権が尊重され
る社会づくり B 713

副指標
213

多文化共生社会
づくり B 137
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２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

施 策

数値目標

目標項目

主指標 自分には、よいところがあると思う子どもたちの割合

小学生
 81.6%
中学生
 76.3%

小学生
 79.1%
中学生
 79.1%

（参考値）

小学生
 0.97

中学生
 1.00

「全国学力・学習状況調査」における本県の子どもたちの学力の
伸び

小学生
101

中学生
99

－ ー

道徳科の授業で家庭や地域と連携した取組を行っている小中学校
の割合

小学校
100%

中学校
100%

小学校
100%

中学校
100%

小学校
1.00

中学校
1.00

体力テストの総合評価が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の子どもたちの
割合

76.3% － ー

授業時間以外に読書をする子どもたちの割合

小学生
64.3%

中学生
46.7%

小学生
62.1％
中学生
46.3％

　（参考値）

小学生
0.97

中学生
0.99

主指標
自立した主体として、社会において権利を行使し責任を果たそう
と考える高校生の割合

65.3% 64.7% 0.99

社会的な課題について話し合う活動を行っている高等学校の数 27校 33校 1.00

目標を持って学習や活動に取り組んでいる子どもたちの割合

小学生
89.2%

中学生
87.5%

高校生
68.1%

小学生
91.4%

中学生
91.7%

高校生
71.1%

小学生
1.00

中学生
1.00

高校生
1.00

「困難だと思うことでも、前向きに考えて挑戦している」と答え
た高校生の割合

73.0% 77.3% 1.00

主指標 特別支援学校高等部の一般企業就職希望者の就職率 100% 100% 1.00

小中学校の通常の学級において個別の教育支援計画および個別の
指導計画を作成した学校の割合

支援計画
小学校 100%
中学校 100%

指導計画
小学校 100%
中学校 100%

支援計画
小学校 97.4%
中学校 98.7%

指導計画
小学校 98.3%
中学校 98.7%

支援計画
小学校 0.97
中学校 0.99

指導計画
小学校 0.98
中学校 0.99

特別支援学校における交流及び共同学習の実施件数 870回 410回 0.47

主指標 学校生活に安心を感じている子どもたちの割合

小学生
92.9%

中学生
97.1%

高校生
89.8%

小学生
94.7%

中学生
96.7%

高校生
92.8%

小学校
1.00

中学校
0.99

高等学校
1.00

いじめ防止応援サポーターとしていじめの防止に取り組む団体数 500団体 484団体 0.97

いじめの認知件数に対して解消したものの割合 100% 集計中 未確定

不登校児童生徒が、学校内外の機関等での相談・指導等を受けた
割合

小学生
80.1%

中学生
76.1%

高校生
54.7%

集計中 未確定

学校安全ボランティアの中心となるスクールガード・リーダーの
登録者数

11人 28人 1.00

主指標 コミュニティ・スクールに取り組んでいる小中学校の割合 39.8% 52.6% 1.00

授業で主体的・対話的に学習に取り組んでいると感じる子どもた
ちの割合

小学生
主体的 79.0%
対話的 74.9%

中学生
主体的 79.1%
対話的 75.7%

高校生
主体的・対話的

75.0%

小学生
主体的 74.4%
対話的 78.5%

中学生
主体的 73.0%
対話的 78.9%

高校生
主体的・対話的

77.6%
　（参考値）

小学生
主体的 0.94
対話的 1.00

中学生
主体的 0.92
対話的 1.00

高校生
主体的・対話的

1.00

地域や産業界等と連携し、学校の特色化・魅力化に取り組んでい
る県立高等学校の数

40校 40校 1.00

新たな時代の要請に応えた私立学校における特色ある教育・学校
運営の取組数

71件 72件 1.00

主指標
県内高等教育機関入学者の県内からの入学者の割合（県内入学
率）

60.0%
59.7%

（速報値）
0.99

県内高等教育機関卒業生の県内就職者の割合（県内就職率） 51.0%
49.2%

（速報値）
0.96

県内高等教育機関と取り組む産学官連携の件数（累計） 40件 48件 1.00

主指標 参加した文化活動、生涯学習に対する満足度 74.7% 75.7%※ 1.00

県立文化施設の利用者数 152.3万人
51.2万人

（速報値）
0.33

新たな文化財保存活用地域計画のもと、地域社会が一体となって
保存・活用・継承に取り組む国・県指定等文化財数

40件 26件 0.65

公民館等の社会教育活動として、地域課題の解決に向けた取組を
行っている市町数

16市町 18市町 1.00

副指標
B 17,125

副指標

副指標

221

子どもの未来の
礎となる「確か
な学力・豊かな
心・健やかな身
体」の育成

B 37,069

222

個性を生かし他
者と協働して未
来を創造する力
の育成

223
特別支援教育の
推進 B 14,341

副指標

226

地域の未来と若
者の活躍に向け
た高等教育機関
の充実

B 55

副指標

225
地域との協働と
信頼される学校
づくり

B 6,481

副指標

224
安全で安心な学
びの場づくり B 10,065

副指標
227

文化と生涯学習
の振興 B 2,160

4



２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

施 策

数値目標

目標項目

主指標
男性の育児休業取得率（育児休業制度を利用した従業員の割合
（県、男性））

8.1％ 9.4％ 1.00

「みえの子ども応援プロジェクト」に参加した企業・団体数（累
計）

105企業・団体 114企業・団体 1.00

県が関わって実施した「みえの親スマイルワーク」の実施市町数 11市町 ５市町 0.45

「みえの育児男子プロジェクト」に参加した企業・団体数 120企業・団体 84企業・団体 0.70

主指標 母子保健コーディネーター養成数（累計） 190人 194人 1.00

出会い支援の取組について連携した企業・団体数 31企業・団体 32企業・団体 1.00

不妊治療に職場の理解があると感じている人の割合 51.0％ ５月末判明

産婦健診・産後ケアを実施している市町数 22市町 24市町 1.00

主指標 保育所等の待機児童数 ０人 ５月下旬判明 達成困難見込

保育士等キャリアアップ研修の修了者数（累計） 6,000人 5,049人 0.48

放課後児童クラブの待機児童数 37人 66人 0.56

子どもの貧困対策計画を策定している市町数 11市町 ９市町 0.82

「ＣＬＭと個別の指導計画」を導入している保育所・幼稚園等の
割合

58.5％ ４月下旬判明

主指標 国民体育大会の男女総合成績 10位以内 ー ー

全国大会の入賞数 195 ー ー

とこわか運動（県民運動）の取組数（累計） 670取組 860取組 1.00

県営スポーツ施設年間利用者数 1,114,700人
395,300人
（2月末）

未確定

主指標 成人の週１回以上の運動・スポーツ実施率 61.0%
50.4%

（速報値）
0.83

県内スポーツ大会等への参加者数 207,000人 5月頃判明予定 未確定

県が主催する障がい者スポーツ大会等への参加者数 3,900人 898人 0.23

主指標 南部地域における若者の定住率 53.0%
50.1%

（暫定値）
0.95

（見込）

県の取組を通じて、暮らしの改善や仕事の創出に結びついた件数
（累計）

7件 8件 1.00

県および市町の施策を利用した県外から南部地域への移住者数
（累計）

840人
727人

（1月時点）
未確定

主指標 東紀州地域における観光消費額の伸び率 107 5月末以降判明予定 未確定

熊野古道の来訪者数 380千人 226千人 0.59

東紀州地域の事業者等が商品やサービスの改良、業務拡大に取り
組んだ件数

110件 111件 1.00

主指標 農山漁村の活性化につながる新たな取組数（累計） 17取組 18取組 1.00

多面的機能維持・発揮のための地域活動を行う農業集落率 54.9% 54.6% 0.99

ため池および排水機場の整備により被害が未然に防止される面積 3,574ha 3,607ha 1.00

主指標 県および市町の施策を利用した県外からの移住者数（累計） 1,800人
1,718人

（1月末）
0.89

移住相談件数 1,480件 1,098件 0.74

移住支援事業による移住就業者数 51人 3人 0.06

主指標 県と市町の連携により地域づくりに成果があった取組数（累計） 60取組 61取組 1.00

行財政運営の維持・向上に向けて行う市町と県の研修会等の回数 12回 12回 1.00

木曽岬干拓地の利用率 36.6% 36.6% 1.00

過疎・離島・半島地域で県との連携により実施する地域活性化に
資する事業数

12事業 7事業 0.58

主指標
「みえフードイノベーション」や新たなブランド認定から生み出
される県内事業者の商品等の売上額（累計）

９億円 5月上旬確定予定

企業等と連携したスマート農林水産業の実践数（累計） 25件 26件 1.00

県産農林水産物のブランド力向上に取り組む事業者数（累計） 18者 18者 1.00

農林水産業の国際認証等を活用した新たなマッチングによる取引
件数（累計）

25件 27件 1.00

主指標 農業産出等額
1,210億円
（元年）

1,199億円
（元年）

0.99

米、小麦、大豆の自給率（カロリーベース）
78.5%

（元年度）
75.4%

（元年度）
0.96

認定農業者のうち、他産業従事者と同程度の所得を確保している
者の割合

35.0% 29.5% 0.84

基盤整備を契機とした農地の担い手への集積率 45.2% 45.2% 1.00

主指標 県産材素材生産量 400千㎥ 4月下旬確定予定

公益的機能増進森林整備面積（累計） 3,650ha 3,121ha（見込） 0.75

林業人材育成人数（累計） 125人 139人 1.00

地域に密着した森林環境教育・木育指導者数 140人 147人 1.00

主指標 漁業産出額
51,253百万円

（元年）
42,214百万円

（元年）
0.82

「浜の活力再生プラン」策定地区における漁業所得の増加率
102

（元年度）
88

（元年度）
0.86

沿岸水産資源の資源評価対象種の漁獲量に占める割合
34.0%

（元年）
34.0%

（元年）
1.00

拠点漁港における耐震・耐津波対策を実施した施設の整備延長
（累計）

566ｍ 570ｍ 1.00

231
県民の皆さんと
進める少子化対
策

B 169
副指標

副指標

233
子育て支援と幼
児教育・保育の
充実

C 15,969
副指標

232
結婚・妊娠・出
産の支援 B 984

副指標
241

競技スポーツの
推進 C 5,313

副指標

251
南部地域の活性
化 C 120

副指標

242
地域スポーツと
障がい者スポー
ツの推進

C 289

副指標

253 農山漁村の振興 A 4,781

252
東紀州地域の活
性化 C 124

副指標

副指標

255
市町との連携に
よる地域活性化 B 1,794

254 移住の促進 B 54

311

農林水産業の多
様なイノベー
ションの促進と
ブランド力の向
上

A 1,564

312 農業の振興 B 5,408
副指標

313
林業の振興と森
林づくり B 2,984

副指標

副指標
314 水産業の振興 B 2,480

副指標

副指標
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２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

施　　　　策

数値目標

目標項目

主指標
三重県版経営向上計画の認定を受けた中小企業・小規模企業のう
ち、収益等が向上または維持した企業の割合

68.0% 5月下旬頃判明 達成困難見込

三重県版経営向上計画や経営革新計画の認定を受けた件数（累
計）

3,315件
4,700件

（３末見込み）
1.00

事業承継計画の作成件数および特例承継計画の確認件数の合計
（累計）

100件
1,500件

（３末見込み）
1.00

県内中小企業・小規模企業におけるＢＣＰ等の策定件数（累計） 360件
761件

（３末見込み）
1.00

主指標
県内ものづくり企業の新たな製品開発や事業化等につながった件
数（累計）

26件 23件 0.88

技術開発や技術課題解決に向けた共同研究等に取り組んだ企業数
（累計）

36社 34社 0.94

技術人材育成講座等の参加企業数 100社 155社 1.00

四日市コンビナートの競争力強化・先進化に向けた取組数 5件 4件 0.80

主指標
今後、三重県経済をけん引することが期待される産業分野におけ
る商品・サービスの創出等の件数（累計）

27件 50件 1.00

今後、三重県経済をけん引することが期待される産業分野におけ
る人材の育成数

225人 309人 1.00

産学官連携プラットフォームを活用したプロジェクト数（累計） 2件 2件 1.00

新エネルギーの導入量（世帯数換算）
694千世帯
（元年度）

730千世帯
（元年度）

1.00

主指標 県内への設備投資目標額に対する達成率 25.0% 291.8% 1.00

企業立地件数（累計） 50件 63件 1.00

操業環境の改善に向けた取組件数（累計） ７件 ８件 1.00

主指標 観光消費額 5,700億円 5月下旬頃判明 達成困難見込

観光客満足度 95.0％以上 5月下旬頃判明 達成見込

県内の延べ宿泊者数 910万人
508万人

（速報値）
0.56

県内の外国人延べ宿泊者数 45万人
6.6万人

（速報値）
0.15

主指標
三重県産品を購入したい・観光旅行で三重へ行きたいと考えてい
る人の割合

67.5% 60.9% 0.90

営業活動に関するネットワークを生かしたイベント実施件数（累
計）

600件 520件 0.87

首都圏営業拠点「三重テラス」の利用者数 17.6万人 7.6万人 0.43

伝統産業・地場産業の技術等の活用、連携により商品開発、販路
開拓、情報発信に取り組んだ事業者数（累計）

100件 108件 1.00

主指標 海外展開に取り組んでいる県内企業の割合 21.0% 16.9% 0.80

県が海外展開の支援・関与を行った企業数（累計） 20 44 1.00

国際的な視野を持つ若者の育成に取り組んだ件数 14 6 0.43

主指標 県内外の高等教育機関卒業生が県内に就職した割合 46.8% 5月下旬頃判明

おしごと広場みえ等に登録した求職者の就職率 60.1% 5月下旬頃判明

インターンシップ実施率 43.0% 4月下旬頃判明

主指標 多様な就労形態を導入している県内事業所の割合 78.9% 80.7% 1.00

民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合 61.1% 59.0% 0.97

外国人雇用に係るセミナー等を活用した事業者の満足度 90.0% 82.2% 0.91

主指標
県民生活の安全性・利便性の向上や地域の経済活動等を支援する
道路の新規供用延長（累計）

7.4㎞ 7.5㎞ 1.00

橋梁の修繕完了率 100% 100% 1.00

県管理港湾における岸壁等の更新実施延長（累計） 280m 280m 1.00

主指標 県内の鉄道とバスの利用者数 116,975千人 115,126千人 0.98

地域公共交通会議等において、生活交通の確保に向け、新たな交
通手段の導入について検討を開始した件数（累計）

9件 14件 1.00

高齢者を中心としたモビリティ・マネジメントの取組を行った地
域数

8地域 4地域 0.50

リニア中央新幹線に関する啓発活動の実施件数（累計） 10件 11件 1.00

主指標
新都市計画区域マスタープランの内容に沿って都市計画決定（変
更）が行われた都市計画区域の数（累計）

1区域 1区域 1.00

街路における歩道整備および電線共同溝整備の合計延長（累計） ― ― ―

県営および市町営住宅の長寿命化工事達成割合 22.8% 20.5% 0.90

主指標 被災想定区域等で地籍調査に取り組む市町数 22市町 23市町 1.00

管路の耐震適合率 63.6% 64.0% 1.00

地籍調査の効率化に取り組んだ市町数 19市町 19市町 1.00

ものづくり産業
の振興 B 479

323
Society 5.0時代
の産業の創出 A 1,388

321
中小企業・小規
模企業の振興 C 6,626

322

324
戦略的な企業誘
致の推進と県内
再投資の促進

A 2,336

331
世界から選ばれ
る三重の観光 C 1,456

342
多様な働き方の
推進 B 185

副指標

332
三重の戦略的な
営業活動 B 200

副指標

351
道路網・港湾整
備の推進 A 19,637

副指標

341
次代を担う若者
の県内定着に向
けた就労支援

B 560

333 国際展開の推進 C 187

354
水資源の確保と
土地の計画的な
利用

A 14,660

副指標

353
安全で快適な住
まいまちづくり B 2,256

352
安心を支え未来
につなげる公共
交通の充実

B 532

副指標

副指標

副指標

副指標

副指標

副指標

副指標

副指標

副指標
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２年度
目標値

２年度
実績値

目標達成
状況

進展度
県民一人

あたりのコ
スト（円）

主指標 各施策の「主指標」の達成割合 70.0%
45.6％～

66.7％
0.65～0.95

各施策の「副指標」の達成割合 80.0%
48.4％～

61.9％
0.61～0.77

広域的な課題解決に向けた新たな連携取組数（累計） 10件 10件 1.00

地域活動を行っている県民の割合 23.5%
18.8%

（速報値）
0.80

主指標 行財政改革取組の達成割合 28.0% 28.0% 1.00

事務改善取組の実践（「ＭＩＥ 職員力 アワード」への応募） 86.0% 74.9% 0.87

コンプライアンスの徹底に取り組んだ所属（知事部局等、教育委員会、警
察本部）の割合

1.0 集計中 未確定

主指標 経常収支適正度 99.70% 99.30% 1.00

県債残高 7,679億円 7,570億円 1.00

県税徴収率 98.90%
90.15％

（未確定）
未確定

新規歳入確保取組数（累計） 36件 41件 1.00

主指標
出納局が実施する事後検査による指導件数および県の会計事務に是正・改
善を求める監査意見数（実施１か所あたり）

0.72件 0.81件 0.89

出納局が行う会計支援の有益度 94.4% 91.7% 0.97

出納局が所管する電算システムの利用満足度 82.5% 92.4% 1.00

主指標 県からの情報が伝わっていると感じる県民の割合 35.0%
31.8%

（速報値）
1.00

県が行っている広聴広報活動の実施件数 6,150件
11,528件

（速報値）
1.00

県広報プロモーションのファン数 62,500人 75,516人 1.00

公文書や個人情報の開示決定等における開示・非開示判断の適正度 0.5%以下
1.25%

（速報値）
0.40

主指標 スマート自治体の進展を実感する職員の割合 10% 31.7% 1.00

テレワーク（モバイルワークやサテライトオフィス等）を利用した所属数 60所属 集計中 未確定

電子申請・届出システムによる申請件数 22,400件 32,870件 1.00

主指標 公共事業の適正化率 100.0% 97.2% 0.97

公共事業の平準化率 80%
81%

(R3年1月末時
点）

1.00

入札参加者の地域・社会貢献度 85%
88.7%

(R3年1月末時
点）

1.00

行政運営の取組数値目標等一覧

行政運営の取組名

数値目標

目標項目

行政
運営
１

「みえ県民力ビ
ジョン」の推進 B 276

副指標

副指標

行政
運営
３

行財政改革の推
進による県財政
の的確な運営

76,641

行政
運営
２

行財政改革の推
進による県行政
の自立運営

912B

B

行政
運営
４

適正な会計事務
の確保 B 436

副指標

行政
運営
６

スマート自治体
の推進 Ａ 1,107

行政
運営
５

広聴広報の充実 B 995

行政
運営
７

公共事業推進の
支援 B 3,417

副指標

副指標

副指標

副指標
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